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表 2，潜水装置規則検査要領

潜水装置規則検査要 領

　 DSCode

　ResA831

（19）

概　要

5章　　 15．1．1 2．6、8 ダイバ
ー
保温手段 の具体例

6章 6．2，2 ・1． 2．12．51 ． トラ ン ス ポ ン ダの 特性

．2． 2．12．52 ， ダイバ
ー

用通信器 の 特性

6．23 2．12，6 タ ツ ピ ン グ コ
ード表

1
　　　　　　　　 …

　 　 　 　 　 　 　 　 1．．一一

41． 海洋汚染防止の ための構造及び設備規則並びに 関連検査要領 における改正点の 解説

　　　　　　　　　　　　　〔油 タンカ
ー

の ダブル ハ ル 化早期実施）

1．　は じめに

　2002 年 6 月 25 目付規則第 43号，達 第 46 （日本 籍 船舶

用 ）並 び に 2002年 5月 1日付 Rule　No．20、　 Notice　No，23（外

国 籍 船 舶用 ）に よ り，海 洋 汚 染 防止 の ため の 構 造 及 び 設備 規

則 並び に同 検査要 領の
一

部 が 改正 され た 。以 下，改正 さ れ

た 内容 につ い て解説 す る。

2． 改正 の 背景

　 日本近海 に お い て 発生 した ナ ホ トカ号 の 油流出海難事故

を契機 と し た MARPOL73 ／78 附属書 工第 13G 規則 の 改 正

が，決議 MEPC ．78（43）に お い て 1999年 7 月 1 日付 け で 採

択 され た。従来 13G 規 則 は，載 貨重 量 30，000 トン 以 Itの 現

存 プ ロ ダ ク トキ ャ リ ア に 対 して 適 用 され て い た が，こ の 改

正 に よ り，新 た に燃 料 油，潤 滑 油 又 は 重 質 デ ィ ーゼ ル 油 を

運 送 する載貨重量 20，000 トン 以上 30，000 トン未満 の 現存 プ

ロ ダ ク トキ ャ リ ア に も 2003年 1 月 1 日 を もっ て 同規則が 適

用 さ れ る こ とに な っ た 。 （外国籍船 舶用 の み ，会 誌 No，255、

2001 （1 ）参照）そ の 後，1999年 12月 に 起 きた ERIKA 号

事故 を 契機 に シ ン グル ハ ル タ ン カーの 13F 規 則 へ の 適 合

（ダ ブ ル ハ ル 化 ） の 早 期 実 施 が 検 刮 さ れ ，決 議

MEPC ．78（43）の 内容 を含 ん だ 決 議 MEPC ．95（46）が 採択 さ れ

た。従来 13G規則 で は、シ ン グル ハ ル タ ン カ
ー

は 建造後 25

年 （構造 に よ っ て は 30年） まで に 13F 規則へ の 適合が 必要

で あ っ たが、今回の 改 正 に よ りカ テ ゴ リ 及び 建造 年毎に 規

定 され た 年の 引渡 し円 まで に 13F 規 則 へ の 適 合 が 要 求 され

る こ と とな っ た。本 条 約 改 正 は，2002年 9月 1日 に発効 し

た。こ れ らの MARPOL 条 約 の 改 正 に伴 い 、関連 す る 海 洋

汚 染 防 止 の た め の 構造及 び 設 備規 則 を改 め た。

3． 改正 内容

3．1　海洋汚染防止 の た め の 構造 及 び設 備 規 則

3．1．13 編 4 章 4．1．1

　載貨重 量 5，000 トン 以 上 の ダ ブ ル ハ ル 構造 を有 しな い 油

タ ン カーを適 用 対 象 とす る。

3．1．23 編 4 章 4．1．2

　「重質 デ ィ
ーゼ ル 油」及び 1燃料油」の 定義 を適用か ら定

義 に移 し，カ テ ゴ リ 1，2 及 び 3油 タ ン カ
ーを定義 した 。

3．1．33 編 4章 4．3．10

　 カ テ ゴ リ 毎 に 13F 規則へ の 適合 （ダ ブ ル ハ ル 化）の 期 日

を規定 した。

　適用及 び適用対象の 油 タ ン カ
ー

の 定義 を ま とめ る と以 ド

の とお りで ある 。

適 用 MARPOL 　13F 規則 の 要件 に 適 合 しな い 船 舶 で あ っ

て，載貨重 量 5000 トン 以 上 で

（1） 建造契約 が 1993 年 7 月 6 口 よ り前，又 は 建 造

　　契約 が存在 しな い 場 合 に は，起 工 が 1994 年 1

　　 月 6 日よ り前，又 は

（2）　引 渡 しが 1996年 7 月 6 凵 よ り前

　　 の 油 タ ン カ
ー

が 対象

油 タ ン カ
ー

の カ テ ゴ リ

　　　　 カ テ ゴ リ 1油 タ ン カ
ー

　　　載貨重 量 2 万 トン 以 上 （原 油 、燃 料油 、重 質デ ィ
ー

　　　 ゼ ル 油 又 は 潤 滑 油 ）又 は，載貨重量 3 万 トン 以 上

　　　 （そ の 他 の 油 ）で あ っ て 1 規 則 （26）に 示 す 新船 の

　　　要 件 （分 離 バ ラ ス トタ ン ク，原 汕 洗 浄設 備，分 離バ

　　　 ラ ス トタ ン ク の 防護的配置及び ス トリ ッ ピ ン グ装置

　　　等 の 設 備要件） に 適合 しな い 油 タ ン カ
ー

　　　 こ こ で い う新船 とは，

　　　 （1）建造契約が 1979年 6 月 1 日以 後、又 は 建 造 契 約

　 　 　 　 が存 在 しな い 場 合 に は起 工 が 1980年 1 月 1 口以

　 　 　 　 後 、又 は

　　　〔2）引渡 しが 1982年 6月 1 日以 後の 船舶 をい う。

　　　 なお ，引渡 し後 25 年を超 える 船 舶は，13G 規 則 （6）

　　　 に 適合 さ せ る 必要が あ る 。

　　　　 カ テ ゴ リ 2 油 タ ン カー

　　　載貨重 量 2万 トン 以 上 （原 油 、燃 料油、重質デ ィ
ー

　　　 ゼ ル 油 又 は 潤 滑 油 ） 又 は，

　　　載貨 重量 3万 トン 以 上 （そ の 他 の 油 ）で あ っ て 1規

　　　則 （26） に示す新船の 要件 に 適合する 油 タ ン カ
ー

　 　 　 　 カ テ ゴ リ 3 汕 タ ン カ
ー

　　　載貨重量 5000 トン 以 上 2 万 トン 未満 （原油、燃料

　　　油、重 質デ ィ
ーゼ ル 油又 は潤滑油 ）
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　　　　又 は，載貨重量 5000トン 以上 3万 トン 未満 （その

　　　　他 の 油）の 油 タ ン カ
ー

3．2　海洋汚染防止 の ための 構造及び設備規則検査要領

3，2，13 編 4 章 4．1．2

　「重 質デ ィ
ー

ゼ ル 汕 」及 び 「燃料油」 の 定義 に関連 し，詳

細 と して 決議 MEPC ．78（43）の 内容を規定 した。

3．2．23 編 4 章 4．3．10

　「本会 が 認 め る 措置」 と し て ，Condition　Assessment

Scheme 　adoPted 　by　Resolution　MEPC ．　94　（46丿に定め る 方法

（船体状態評価 （CAS ）） に 従 っ て 主宮庁 の 承認 を得 る こ と

と規定 した。船体状態評価 （CAS）の 手順を検査要領の 付

録 に示 した 。

　また，卞官庁が 認 め る場 合 ， 建造後 25 年まで
，

た だ し，

最長 で もカ テ ゴ リ 1油 タ ン カ
ー

で は 2007 年又 は カ テ ゴ リ 2

油 タ ンカ
ー

で は 2015年 の 引渡 しH まで の 継続 した 運航が 認

め られ る取扱い を規定 した。（外国籍船用規則 の み。MAR ．

POL73 ／78 附属書 工第 13G 規則 （5） の 規定は，冂本政府

は ，認 め ない 方劃 で ある の で 日本籍船用検査要領か ら削除

した。）

42． 安全設備規則及び 関連検査要領 にお ける改正点の解説

　　　　　　　　　（SOMS 条約 V 章改正）

1 ．は じめ に

　2002年 6月 25 日付規則 44 弓
』
及 び 同 日付達 47 号に よ り，

安全 設 備規則及 び 同検査 要領の
一．・

部が 改正 され た 。 以 下，

こ れ らの 改正 され た規 則 及 び検査 要領 に つ い て 解説す る。

2 ．改正 の 背景

　2000年 11月 に 開催 され た IMO 第 73 回海 L安全委 員 会

に お い て ，SOLAS 条約 V 章の 全 而 改 正 （以 ド，改 正

SOLAS とい う。）が 採択 され，2002年 7月 1日か ら適用 さ

れ る こ と とな っ た、、同改正 は ，船舶自動識別 装置 （AIS），

航海情報記 録装 置 〔VDR ），自動 物標 追 跡 装 置 （ATA ），自

響受信装 置 な どの 新
．
しい 航海 設 備 に 関 す る 娑件 の ほ か ，従

来か ら要求 され て い る航海機器の 適用 トン 数 を拡大す る要

件 な どを含み，全 面 的 に 強 化 され た 内容 となっ て い る 。 安

全 設備規則及 び同検査 要領 へ こ れ らの 要件 を取 り入 れ た 。

3．改正 の内容

　SOLAS 　V 章改 正 に よ り新 た に 加 わ っ た 航 海 機 器 と して

は ，衛星航法装 置，レ
ー

ダ
ー

反 射器，音響受信装 置，船首

方位伝達装置 （THD ），船舶 自動 識 別 装 置 〔AIS），航海情

報記録装 置 （VDR ），自動物標追 跡装置 （A
’
1
”
A ），推力計，

自動操舵装置，電了
一
海図情報表示装置 （ECDIS ） な どで あ

る。こ れ らの 設 備 の 概 嬰 は次 の とお りで あ る 。

【衛 星 航 法 装 置】

　規 則 ヒの 衛 星 航 法装 置 とは GPS 受信機 をい い ，既 にか な

り普 及 して い る もの で ある。従来 は ，無線方向探知機が 船

位測定装置 と し て 位置 付 け ら れ ，こ の 装 置 の 代替 と し て ，

宇管庁承認 に よ りGPS 受信機 を設ける こ とが認 め られ て い

たが，改正 SOLAS に よ り，無線方向探知機の 要求が な く

な り，代 わ っ て 衛星 航法装 置 （GPS 受信機）が義務設 備 と

な っ た 。 な お，改正 SOLAS で は，衛 杲航法装置の ほ か，ロ

ラ ン 等の 無線航 法装 置 で も差 し支 え ない が，冂本 籍船舶 の

場合，こ の よ うな 無線航法装置 を備 え る船舶 は
・
部の 漁船

等 に 限 られ る た め，無線航 法装 置 に つ い て は記載 しな い こ

と と した 。 な お ，こ の よ う な漁船 に つ い て は，特例措置

（安全 設備規則 1編 1．1．1−2．）に よ り対応す る 。

【レ
ーダー反射器 】

　総 トン 数 20 トン 未満 の 鋼 船若 し くは ア ル ミ船 （ア ル ミ合

金 船 を 含む）又 は 総 トン 数 50 トン 未 満 の FRP 船 等 は，他

船 の レ
ー

ダ
ー

で 捉え ら れ な い お そ れ が あ る。こ の た め ，

レーダー反射器 を設 け，他船 の レーダーに よ る 捕捉 を促す。

な お，改正 SOLAS ヒは，総 1・ン 数 150 トン未満 の 船舶 で

あ っ て 適当な場合 に備える よ う規定 して い る が，国土交通

省 の 解 釈 に 倣 い ，前述 の 船舶 に の み 義務 付 け る こ とと した。

【音響受イ言装 置 】

　暴露部へ の 開口 の な い 閉鎖 され た船橋 の 場合，外部の tt

響信号が 聞 き取 り難 い 場 合 が あ る v こ の た め，改 正 SOLAS

で は，こ の よ うな船橋 に対 し，外部 の 幵響 信号 を再 現 させ

る た め の装 置を設 け る よ う規定 して い る。音響信号 の 方角

（前 後左 右 の 表 示 ） と音 響 を再 生 す る た め の 装 置 （拡 声器 ）

の 設 置が 必 要 と な る。

【船首方位伝達装置 （THD ）】

　従来の 規定で は ，総 ト ン 数 500 トン 以 上 の 船舶 に 対 し

ジ ャ イ ロ コ ン パ ス と航 海用 レ
ーダーの 設 置が 要 求 さ れ，か

つ ，ジ ャ イ ロ コ ン パ ス に は，航海用 レーダーに船 首方位 を

伝 達 す る機能 を備 え る こ とが 要 求 され て い た。改F．　SOLAS

に お い て も，こ れ らの 要件 に変 わ りは な い が，航 海用 レ
ー

ダーが 総 トン 数 300 トン 以上 500 トン未満 の 船舶 に 対 して

も要 求 され る こ と とな っ た た め ，こ れ らの 船舶 に 対する 船

首方位 を伝達する た め の 装置 と して 当該装置が 要求 され る

こ と とな っ た 。
こ の 装置 と して は，磁気 コ ン パ ス の 船首方

位測定機能を利用す る もの ，複 数 の GPS 受信 機 を
一

定の 間

隔 で 配 青 し船 首
．
方 位を得 る もの 及 び ジ ャ イ ロ コ ン パ ス が あ

る 。
こ れ らの 装 置 に よ り得 られ た 船 首 方位情報 を航海 用

レーダー，電了
一
プロ ッ テ ィ ン グ 装置 （EPA ）及び 船舶自動
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